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平成３０年度 事 業 報 告 

 

 

 
Ⅰ．平成３０年度の経済・金融環境 
 

１．経済環境 

平成３０年度の我が国経済を振り返ると、国内では、７月の西日本豪雨や９

月の北海道胆振東部地震、夏の記録的な猛暑や度重なる大型台風の上陸など大

きな自然災害に見舞われた中で、景気動向については、大企業を中心に設備投

資が底堅く推移し、個人消費も堅調に推移したことから、緩やかなペースでの

景気回復が続いた。 

海外では米国を中心に景気の拡大が続いていたが、年度後半に入ると米中の

貿易摩擦に端を発する中国経済の減速やイギリスのＥＵ離脱問題など我が国経

済への影響が懸念されてきた。 

一方、中小・小規模事業者の業況は、製造業、建設業を中心に堅調に推移し

たものの、人件費、原材料費、燃料費等の上昇圧力は強く、人手不足の慢性化

も深刻な状況にあり、景気回復の実感を得られない状況が続いてきた。 

 

２．金融環境 

金融分野では、フィンテックを活用した新しい金融サービス創出や官民一体

となったキャッシュレス化の動きが加速する中で、少子・高齢化の進展、異次

元の金融緩和政策による超低金利の長期化などにより、金融環境は大きく変化

するとともに金融機関の経営環境は厳しさを増してきた。 

こうした中で、地域金融機関は、地域に密着した経営と持続可能なビジネス

モデルを構築するとともに、地方創生・地域の活性化に積極的に取り組んでい

くことが期待された。 

 

Ⅱ．信用組合の経営環境 

 
３０年度仮決算における信用組合の業況をみると、預金・貸出金とも概ね順

調に増加し、預貸率も上昇した。余裕資金の運用は、マイナス金利政策の影響

もあり、有価証券運用のうち国債が大幅に減少し、反面、全信組連への預け金

が大幅に増加した。 
収益状況は、利ザヤの縮小を残高の増加により補い、貸出金利息が増加した

ことに加え、経費の削減効果もあり、業務純益、経常利益、当期利益の 3 利益

とも増益となった。 
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しかしながら、収益環境は、利ザヤの更なる縮小が見込まれるなど、依然と

して厳しい状況が続いた。 

 

Ⅲ．中央協会が実施した事業活動 
 

３０年度に実施した事業活動の概略は、以下のとおりである。 

 

１．経営基盤の拡充・強化 

 

（１）「信用組合の中長期ビジョン」の実践 

① しんくみ はばたき奨学金制度の推進 

返済不要の給付型奨学金「しんくみ はばたき奨学金」の利用推進を図

るため、取組み事例並びに奨学金制度の解説やＱ＆Ａ等を信用組合へ周知

した。制度創設２年目となる３０年度においては、１５信用組合が実施し、

延べ３４０人が利用した。 
②  「後見制度支援預金」の推進 

    我が国の高齢化社会に対応した後見人を必要とする者に対して、信頼

性と利便性を備えた「後見制度支援預金」を業界の統一制度として推進

するため、地区協会と連携しながら、他の金融業態を含めた取扱状況や

先行事例などを収集し、信用組合へ通知した。 

    ３０年度に新たに２４信用組合が取扱いを開始し、合計２９信用組合

が取扱っている。 

    

（２）経営管理態勢の充実・強化 

「信用組合業界のガバナンスに関する申し合わせ」事項の取組状況のフ

ォローアップのためアンケート調査を実施した。 

総代の定年制または重任制限は２２信用組合が導入、総代の属性別構成

比等に関する情報の開示は６２信用組合が実施、職員出身者以外の理事の

選出と監事会の設置については、ほぼ実施されている。員外監事の選出、

外部監査の導入については、法定されていない信用組合の半数で導入する

など、体制整備が図られつつある。 

 

（３）コンサルティング機能の充実・強化 

事業性評価のスキルアップとして、２９年度に専門委員会でとりまと

めた「事業性評価の手引き」の活用方法として、取引先企業の事業内容

や成長可能性などを適切に評価する仕組みについて、全国４会場で説明

会を行った。 
さらに、機関誌「しんくみ」に「事業性評価」および「事業承継」を

専門とするアドバイザーによる特集を連載（３０年４月～３１年３月）
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した。 
また、地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）の特定専門家派遣制度

の推奨等、外部の専門家等の活用促進を行った。 

 

（４）業務上の課題解決支援 

３１年１月から全信中協、全信組連の合同で「しんくみ業務相談セン

ター」を設置し、信用組合から業務全般の相談や照会を一元的に受付け

る態勢を構築した。 

 
（５）地方創生・地域活性化への対応 

政府の「まち・ひと・しごと創生基本方針」に沿って開催された、政

府主催の「ローカルベンチマーク活用戦略会議」、「プロフェショナル人

材戦略全国会議」の会合に出席し、信用組合の地方創生に対する取組み

状況を説明するとともに、信用組合に対しては、関連情報の提供や取組

み事例の紹介等を行った。 

 

（６）人材の育成 

① 研修講座の開催 

信用組合職員としての専門知識の習得や環境変化に対応した実務習得

のための研修を、３０年度においては３３講座（うち地方開催４講座）、

通信講座６講座を実施した（集合研修１,０３５名、通信教育１,３２０

名受講）。 

また、役員向け講座としては、「新任理事長講座」と「ＩＴセキュリテ

ィ対策講座」の２講座を新設し開催した。 

職能講座では、「事業承継対策講座」、「公的支援制度（補助金・助成金

等）を活用した取引先支援実践講座」、および「コンプライアンス実践講

座」の３講座を新設し開催した。 

② 地方開催講座の実施 

遠隔地の信用組合職員の研修参加を支援する目的で、地区協会等と連携

し、「事業性評価講座」、「ＯＪＴ指導力アップ講座」、「女性職員渉外担当

者講座」「事業承継対策講座」の４講座を地方開催講座として開催した。 

③ 電子媒体を利用した研修方式の実施 

遠隔地の信用組合職員の研修参加の負担を軽減し、受講機会の均等化を

図る観点から、昨年度に引き続き、証券外務員資格取得等に関する研修

について、Ｅラーニングなどの電子媒体による研修を実施した。 

 

 

 



 
 

 4

２．経営の健全性の保持 

 

（１）収益力の強化 

信用組合の渉外活動の強化を支援する一環として「渉外体制の手引き」

の活用方法等を周知した。また、収益力強化の観点から、担保・保証に

依存しない適正な利ザヤを確保したプロパー融資の増強に資するため、

「事業性評価の手引き」の活用事例等を周知した。 

 
（２）適切なリスク管理の実施 

    金融検査マニュアルの廃止後の償却・引当のあり方を検討する金融庁

の「融資に関する検査・監督実務についての研究会」に参加し、信用組

合業界としての償却・引当に関する意見・要望を行った。 

    また、「銀行勘定の金利リスク（ＩＲＲＢＢ）」の３１年３月末の適用

に向け、円滑な運用のための情報発信を行った。 

 

（３）法令等遵守体制、利用者保護体制等の充実・強化 

信用組合の法令等遵守、顧客保護等管理に関する体制の強化を支援す

るために、近年の関係法令の改正を反映した「コンプライアンス・マニ

ュアル（第１２版）」の改訂を行い周知した。 

    また、信用組合の反社会的勢力との関係遮断に向けた取組みを強化し

ていくため、反社会的勢力情報の取得・利用状況に関するアンケート調

査を実施するとともに、引き続き関係省庁と連携しながら対応していく

こととした。 

 

３．広報活動の充実・強化 

 

（１）信用組合の知名度向上 

① マスメディアを活用した広告の実施 

新たなイメージキャラクター（女優）を採用し、全国放送によるテレビ

ラジオのＣＭを実施した。 

なお、ラジオ広告では、リスナーの対象を広げるため、３０年４月より

全国放送の番組に変更し、信用組合の取引先商品の番組内での紹介や、

懸賞作文「「小さな助け合いの物語賞」入賞作品の朗読等を行った。 

② 機関誌｢しんくみ｣の編集・発行 

信用組合の役職員向けの機関誌として「しんくみ」（月刊）を発行し、「事

業性評価のあり方」等の特集記事を掲載した。 

また、一般向けの広報誌として「ボン・ビバ－ン」（2か月毎）を発行し

た。 
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（２）信用組合の広報担当者セミナーの開催 

信用組合における広報活動の充実・強化や本会の広報との連携を図るた

め、広報担当者向けのセミナー（東京・大阪・福岡）を開催した。 

 

（３）その他の広報活動 

① 「しんくみの日週間」の実施 

信用組合の知名度向上を図るため、「しんくみの日（９月３日）」を中心

とした｢しんくみの日週間｣（同１日～７日）を実施し、献血運動・清掃

活動等の社会貢献活動を支援するとともに優良施策については、第５５

回全国信用組合大会において、表彰（信用組合部門、役職員部門）した。 

② ｢しんくみの集い｣の開催支援 

信用組合の知名度向上等を目的として実施する「しんくみの集い」の開

催を支援し、２５団体の主催により、延べ１３,４８７人が参加した。 

③ 懸賞作文「小さな助け合いの物語賞」（一般部門・青少年部門）の募集

と表彰の実施 

信用組合の理念である「相互扶助」をテーマに、「助け合い」の大切さ

を広く訴えるため、第９回懸賞作文「小さな助け合いの物語賞」を募集

し、全国から１，２７３通の応募があった。 

なお、しんくみ大賞等の受賞者については、全国信用組合大会において

表彰するとともに、「懸賞作文作品集」を発行し、信用組合、関係団体等

に配布するとともに広報誌に掲載した。   

④ 業務案内用冊子およびリクルート用冊子の改訂 

信用組合の制度・特性等を解説した一般向け業務案内用冊子「しんくみ

GUIDE2018」および新卒採用者向けリクルート用冊子「RECRUITMENT GUIDE 

採用案内」の内容を見直し改訂するとともに、有償による頒布を行った。 

⑤ ポスターの制作、提供 

信用組合や各種商品のＰＲに資するために、新イメージキャラクターを

起用した店頭掲示用ポスターを制作・配布（有償頒布含む）した。なお、

各信用組合・協会が独自で制作するポスター、チラシ、新聞・雑誌広告

などのＰＲ媒体用としてポスターデータを提供した。 

 

（４）産学連携の実施 

若年層における信用組合の知名度向上に向けて、全国の１８大学におい

て「地域金融機関としての信用組合の役割」等をテーマにした寄付講義を

実施した。 
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４．行政課題等への対応 

 

（１）制度改正等への対応 

  ① 監督指針等の改正への対応 
３０年６月に金融庁より公表された「金融検査・監督の考え方と進め方

（検査・監督基本方針）」、「健全性基本方針案」「コンプライアンス・リ

スク管理基本方針案」に対し、信用組合からの意見を踏まえつつ信用組

合業界としての意見の申出を行った。 
  ② マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策への対応 

信用組合業界におけるマネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に

係る態勢整備に向けて、本会、全信組連、ＳＫＣが合同で『マネロンワ

ーキンググループ』を組成し、説明会の実施や規程類の参考例提供など

の支援を行うとともに、態勢整備の進捗状況及びその実効性を確認し、

態勢整備の底上げを図るため、全国の信用組合に対して、オンサイトヒ

アリングを実施した。 
また、出入国管理法の改正への対応として、外国人による口座開設時の

対応に係る参考例、多言語のパンフレット等を提供し、外国人に対する

金融サービスの利便性向上に向けた取組みを支援した。 
③ 休眠預金制度への対応 

休眠預金制度の円滑な実施・運用に向けた態勢整備に向けて、休眠預金

システムの概要、預金保険機構との事務手続き、電子公告調査等に関す

る説明会を、全信組連、ＳＫＣとの共催で実施した。 
また、休眠預金等活用法に係る認可申請及び電子公告実施に関する定款

変更の手続き並びに電子公告の参考例等について周知した。 
  ④ サイバーセキュリティへの対応 

全信組連と連携し、３０年５月にサイバーセキュリティに係る説明会を

開催し、リスク評価およびコンティンジェンシープランを含んだ「サイ

バーセキュリティ対応手順書」の参考例を会員信用組合へ提供した。 
また、全信組連と連携のうえ、金融庁サイバーセキュリティ演習参加信

用組合に対し、事前対策勉強会を開催した（３０年度の金融庁演習の参

加組合は２０組合）。 
 

（２）新たな法改正への対応 

  ① 民法改正への対応 
民法改正について、金融実務および金融法務の観点から、信用組合の実

務に与える影響や課題を整理し、具体的対応事項を検討するため、信用

組合実務担当者による「民法（債権関係）の改正に関する検討会」（全６ 
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回）を開催した。 
  ② 働き方改革関連法への対応 
    しんくみ就業規則の手引き（参考例）を改定し、信用組合へ提供した。 

 
（３）要望活動 

① 郵政民営化問題への対応 

３０年度は、ゆうちょ銀行の預入限度額再引上げに向けた動きを受け、

郵政民営化委員会の委員や日本郵政、ゆうちょ銀行の代表者並びに関係

する国会議員などに対し、他金融業界団体とも連携しながら、信用組合

業界の考え方を説明するとともに陳情活動を行った。 

３１年４月から一定の制約条件が付されているものの、預入限度額が

２倍（１，３００万→２，６００万）に引き上げられたことから、今後

においてもゆうちょ銀行への資金移動の状況、過度な勧誘状況等につい

て調査を継続することとした。 

② 税制改正等に関する要望活動 
税制改正要望については、信用組合の意見を踏まえつつ、固定資産減

損に係る損金算入措置の創設など６項目を関係当局、政府与党（自民党、

公明党）及び野党（国民民主党、立憲民主党）の税制調査会に対し要望

した（実現項目なし）。 
規制緩和要望についても、地方公共団体に対する貸出規制の緩和や、

官民人材交流制度の緩和など７項目を金融庁、農林水産省、人事院に要

望し、地区内への転入予定者への組合員資格拡大などが実現した。 

 
 

５．総合力の発揮 

    

（１）業界ネットワークの充実・強化 

① ３団体主催「ビジネスマッチング展」の開催 

本会、全信組連、都信協の３団体が主催する「２０１８しんくみ食の

ビジネスマッチング展－食の商談会ならびに物産展－」を３０年１１月

池袋サンシャインシティ・文化会館にて開催した。ビジネスマッチング

展には、商談会１３９社、物産展８５社、観光コーナー１４団体の計 

２３８ブース（５６信用組合）が出展し、４，６８０名（うちバイヤー

数約８４５名）が来場した。 

② 年金旅行等ビジネス交流会の開催 

信用組合が実施している年金旅行、定積旅行等の際に、他の信用組合

の取引先であるホテル・旅館等を利用することにより取引先（組合員）

の販路開拓を支援することを目的として、３１年２月に東京で開催 
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（７回目）し、１３１名参加した。 

③ 地区協会、他団体が主催するビジネスマッチングへの参加 

信用組合協会が主催するビジネスマッチング事業の費用の一部を本会

が助成することを通じて、信用組合の取引先の販路拡大を支援した。 

また、他団体等が主催するビジネスマッチング事業に、信用組合の取

引先が出展者として参加する場合、その費用の一部を本会が助成するこ

とを通じて、信用組合の組合員に対する販路拡大の取組み支援を行った。 

３０年度においては、両制度合わせて６協会、７組合が利用した。 

 

（２）地区協会等との連携強化 

東日本及び西日本地区地区協会等協議会及び地区協会等懇談会を開催

し、本会の施策等について意見交換を行った。 

 

（３）信用組合の新卒職員採用支援等 

    信用組合の新卒採用を支援するため、就職情報サイト（マイナビ）に

信用組合を紹介する特集記事を掲載するとともに、新卒採用者向け合同

会社説明会を東京で開催した。 
また、学生に対する信用組合業界の知名度向上を図るため、「マイナビ

業界研究ＥＸＰＯ」の東京、大阪の各会場で「信用組合ブース」を設け、

東京会場に９６名、大阪会場に８６名の学生が来場した。 
 

（４）大規模災害における協力・支援体制の整備 

① ＢＣＰ訓練マニュアル等の整備 

ＢＣＰの策定や見直しおよび定期的な訓練の実施等の体制整備に向け

た「災害対策規程」の参考例を作成し提供した。 

また、実効性のある「業務継続態勢の整備」に向け、外部機関を活用

した危機対応模擬訓練を東京、大阪において実施した。 

② 大規模自然災害等への支援 

大規模な自然災害等に対する義援金の募集活動は、東日本大震災関係

で９６万円（延べ３億５，２４０万円）、熊本地震関係で６８万円（延べ

３，６９０万円）、平成２９年九州北部豪雨関係で５１万円（延べ４５８

万円）、平成３０年７月西日本豪雨関係で２，０８０万円、北海道胆振東

部地震関係で３１７万円となり、日本赤十字社や被災自治体を通じて義

援金として贈呈した。 
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６．その他 

 

（１） 中央組織の経営・執行体制の一体的運営に係る検討 

「信用組合業界の中央組織のあるべき姿」の検討課題のうち「中央組織の

役員選出手続等の見直し」については、全信中協・全信組連両組織の理事会

の了承の下に設置された「中央組織の役員選出に関する合同検討委員会」に

おいて検討、報告書が取りまとめられた。 

また、中央組織の新たな経営体制等については、全信中協の常任理事会を

中心に検討が行われた。 

これらの検討結果を踏まえた、経営・執行体制の一体的運営に必要な定款

の一部改正、役員選任に関する規約の制定等については、３０年１１月に開

催された両組織の臨時総会等において了承され、令和元年６月の役員改選か

ら実施されることとなった。 

 

（２） 全国信用組合研修所の廃止 

  全国信用組合研修所（昭和５０年３月竣工）は、信用組合数、役職員数の

減少や研修期間の短縮によって、稼働率が低下する中で、施設の維持・管理

費用が増加していることを背景に「人事教育委員会」で取りまとめた「全国

信用組合研修所の在り方に関する報告書」を踏まえ、３１年３月末で廃止し

た。 

  


